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への応用の可能性を述べた。以下に論文の中心的な内容である第 2、3，4 章の概要を示す。 


































A ランク、-20%以上を B ランク、-30%以上を C ランク、-30%未満を D ランクとし、これを図 2 
1 の左側に示した。下水道持続性指標と各種要因との関係を分析したところ、一人当たり償還費







































































図 3-1 下水道事業持続性シミュレーションモデルの構造と変数一覧 
 
表 3-1 下水道事業持続性シミュレーションモデルのモデル式 
①人口モデル 
Psp = Pad ･ Rsp   
Psd = Psp ･ Rsd   
Psc = Psd ･ Rsc   
②下水量モデル 
Qda = Psc ･ qda /1000  
















Fsu = CC ･ Rfsu､ Flo = CC ･ Rflo､ Fco = 
CC ･ Rfco  
（使用料） 
Ftr = 365 ･ Qda ･ ftr ･ Rre   
⑦下水道事業収支 
Bal = Ftr - COT - COre    
⑧自治体収入 
Ftx  = ftx ･ Pad  
⑨下水道持続性指標 


















記号 内容(単位) 記号 内容(単位) 
Bal 下水道事業収支(百万円/年) Psc 下水処理人口(人) 
CC1 管渠建設費(百万円) Psd 下水道整備区域内人口(人) 
CC2 処理場建設費(百万円) Psp 下水道計画区域内人口(人) 
CC3 ポンプ場建設費(百万円) Qda 日平均下水量(m3/日) 
CC4 建設費その他(百万円) Qdm 日最大下水量(m3/日) 
CCT 建設費合計(百万円) qda 日平均下水量原単位( L/人日) 
CO1 管渠維持管理費(百万円/年) qdm 日最大下水量原単位( L/人日) 
CO2 処理場維持管理費(百万円/年) Rccc 土木建設費比率(-) 
CO3 ポンプ場維持管理費(百万円/年) Rfco 受益者負担率(-) 
CO4 維持管理費その他(百万円/年) Rflo 借入率(-) 
COT 維持管理費合計(百万円/年) Rfsu 補助率(-) 
COre 元利返済金(百万円/年) Rre 有収率(-) 
Fco 受益者負担金(百万円/年) Rsc 下水接続率(-) 
Flo 借入金(百万円/年) Rsd 下水道整備率(-) 
Fsu 補助金(百万円/年) Rsp 下水道区域内人口率(-) 
Ftr 使用料(百万円/年) rlo 借入金利(/年) 
Ftx 地方税(自治体収入)(百万円/年) Six 下水道持続性指標 
ftr 使用料単価(円/m3) Tc 土木施設耐用年数(年) 
ftx 一人当地方税(円/人) Tgr 猶予期間(年) 
Pad 行政人口(人) Tlo 返済期間(年) 
Psc 下水道接続人口（人） Tm 機電施設耐用年数(年) 
g 行政人口増加率   
 







流整備を行っており、終末処理場が 1 つのものとした。また 10 年間のデータが利用可能な平成
16 年(2004 年)以降のデータが得られる現在の法適用自治体として、平成 14～15 年に供用開始し
た 3 自治体のうち、人口規模が近い福岡県苅田町(K)、佐賀県有田町（A）を選定した。これに、
事業着手時から企業会計が開始され、工事着手時点からのデータが活用可能な長崎県松浦市（M）











ス 1：現状の人口動態で推移した場合、ケース 2：更新を行わなかった場合、ケース 3：処理人
口が現状維持の場合）とした。 
ケース１では、行政人口、処理人口の増減率を過去の実績とし、更新費用は、機械電気設備の建
設費と同額を供用開始後 15、16 年の 2 年に分けて見込み、また既存施設と同率の国庫補助を見
込んだ。なお、人口が増加する場合でも既存施設で処理できる人口を上限とし、増設の費用は見
込んでいない。ケース２、３は、これらの更新や人口の変化がなかった場合の予測である。 
4 つの自治体を比較して図 4-2 に示すが、持続性指標は苅田町と松浦市が A ランクで推移し、
















指標が悪化して A ランクから B ランクになっているが、これは下水道収支の悪化ではなく、人
口減少による自治体収入の減少を反映したものである。 
 
図 4-2 現状の人口動態で推移した場合の下水道持続性指標予測の自治体間比較 
出所）公営企業年鑑、地方財政状況調査関係資料を基に筆者作成 
自治体ごとの下水道持続性指標の予測結果について、苅田町のものを図 4-3 に示す。更新の有
無を比較したケース 1，2 では、最初の更新を 2017～18 年、次の更新を 2032～33 年と設定して
いるため、これにより 2017～34 年平均で下水道持続性指標が 0.7%悪化する。この自治体では建
設後 50 年を迎えていないため管渠など土木施設の更新を必要とせず、処理場・ポンプ場の機械・
電気設備だけの更新であり、事業規模が小さかった。苅田町のケース 3 は処理人口の増加を見込



















K A M Y
実績値 計算値
標が高い自治体は自主財源が大きいため、赤字額が増加しても下水道持続性指標の変化が小さ
かった。この点でも下水道持続性指標は、自治体の持続性の高さを表現していると考えられる。 
更新に係る投資の有無によって、支出に関するインパクトへの影響を見たケース 2 では、下水処
理場の機械・電気設備の更新相当の規模であっても、下水道持続性指標が小さい自治体にあって
は、大きな影響があることが明らかになった。また人口の増加が計画と異なり、現在のまま推移
した場合の影響を見たケース 3 では、どの自治体でも人口が少ない場合の方が、下水道持続性指
標が小さくなるという結果となった。 
 
【審査結果】 
 上野修作氏の論文では、以上に述べたように人口減少時代における下水道収支の悪化と
いう問題を定量的に分析するモデルを開発している。このモデルを用いて、我が国の下水道
事業においてどのような方策が下水道の持続性に貢献するかを計算することが可能となっ
た。また、これから下水道を整備することになる多くの開発途上国では、将来的な経済的持
続性を確保するための方策を立案するための一助となる。上野氏は開発コンサルタントに
おいて多くの途上国で下水道事業に携わっているが、本論文で得られた方法論が今後大い
に途上国において役立つものと確信する。このように本論文は、学術的のみならず実務的な
貢献度も高いもので、こうした成果は国際地域学研究科（国際地域学専攻）の博士学位審査
基準に照らしても妥当な研究内容であると認められる。従って、所定の試験結果と論文評価
に基づき、本審査委員会は全員一致をもって上野修作氏の博士学位請求論文は、本学博士学
位を授与するに相応しいものと判断する。 
 
